
別記様式－２ 

 
 東京都入札監視委員会定例審議（議案） 
 
  開   催   日 令和４年11月29日（火）   議 案 番 号 ３ 

  所 管 部 署 東京都水道局 

  施 工 業 種 計装装置   等   級 順位格付 

  件       名 朝霞浄水場第１高度監視制御設備等改良工事 

  場 所 埼玉県朝霞市宮戸一丁目３番１号 東京都水道局朝霞浄水場 

 概 要 別紙のとおり 

  工 期 契約確定の日の翌日から610日間 

  契 約 者 メタウォーター株式会社 

  契 約 金 額 
契約時：2,200,000,000円 

変更後：2,196,271,000円（第１回） 

    

契 約 方 式 一般競争入札（技術実績評価型総合評価方式） 

  応 募 (希 望 )者 別紙「一般競争入札参加資格確認委員会議案」のとおり（全２者） 

  入札参加(指名)者 別紙入札経過調書のとおり（全２者） 

  入札経過(結果) 別紙入札経過調書のとおり（全２者 応札１者、不参１者） 

  施 工 状 況 施工中 

 

 
（ 備 考 ） 

  ○添付資料 

   １ 工事概要（案内図含む） 

２ 工事発注予定表及び入札参加条件 

   ３ 一般競争入札参加資格確認申請書（落札者のみ） 

   ４ 一般競争入札参加資格確認委員会議案 

   ５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書（落札者のみ） 

   ６ 入札経過調書 

   ７ 工事請負契約書（表紙） 

   ８ 契約内容変更決定通知書及び承諾書 

   ９ 東京都水道局技術実績評価型総合評価方式（試行）公表事項 

 

 

 
 

議案３  



朝霞浄水場

朝霞浄水場第１高度監視制御設備等改良工事

【目的】　
　本工事は、平成１６年度に設置し老朽化した第１高度浄水処理施設

の監視制御設備を更新するものである。

【工事概要】
　１　監視制御装置　　　　　　　　　　　　 更新　　１式
　２　高度浄水ポンプ・受変電制御装置　     更新　　１式
　３　オゾン処理設備制御装置　　　　　　 　更新　　１式
　４　活性炭吸着池制御装置　　　　　　　 　更新　　１式
　５　後段ろ過池制御装置                   更新　　１式
　６　オゾン処理設備コントロールセンタ　   更新 　 １式
　７　活性炭吸着池現場動力制御盤　　　　   更新　　１式
　８　後段ろ過池現場動力制御盤　　　　　   更新　　１式
　９　空洗ブロア動力制御盤　　　　　　　　 新設　　１式
１０　無停電電源分電盤　　　　　　　　　　 新設　　２面
１１　工業計器　　　　　　　　　　　 　　　取替え　４台
１２　附帯工事　　　　　　　　　 　　　　　　　　　１式

【工期】
　契約確定の日の翌日から６１０日間
　（令和３年１１月８日　～　令和６年５月２８日）

工事概要 一般平面図案内図

高度浄水処理

監視制御装置

空洗ブロア動力
制御盤

高度浄水ポンプ・
受変電制御装置

更新対象機器

※更新する監視制御設備は、高度浄水処理施設内に設置してあるオゾン発生器

　等各機器の状態監視、運転操作等を行う設備

※番号は水処理の流れ

❹
❼

施工箇所









入 札 公 告  

 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 し ま す 。  

  令 和 ３ 年 ９ 月 1 3 日  

           東 京 都 水 道 局 長  浜   佳  葉  子    

１  競 争 入 札 に 付 す る 事 項  

 ( 1 )  業 種  計 装 装 置  

 ( 2 )  工 事 件 名  朝 霞 浄 水 場 第 １ 高 度 監 視 制 御 設 備 等 改 良 工 事  

 ( 3 )  工 事 場 所  埼 玉 県 朝 霞 市 宮 戸 一 丁 目 ３ 番 １ 号  東 京 都 水 道

局 朝 霞 浄 水 場  

 ( 4 )  工 事 概 要  

ア  監 視 制 御 装 置  

( ｱ )   監 視 制 御 装 置  屋 内 自 立 形 、 卓 上 形 等  更 新  １ 式  

( ｲ )   イ ン タ ー フ ェ ー ス 装 置  屋 内 自 立 形  更 新  １ 式  

イ  高 度 浄 水 ポ ン プ ・ 受 変 電 制 御 装 置  

( ｱ )  高 度 浄 水 ポ ン プ ・ 受 変 電 プ ロ セ ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  

 更 新  １ 組  

( ｲ )  高 度 浄 水 ポ ン プ シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形   

 更 新  ４ 面  

( ｳ )  受 変 電 入 出 力 装 置  屋 内 自 立 形  更 新  ２ 面  

( ｴ )  高 度 浄 水 ポ ン プ 計 装 変 換 器 盤  屋 内 自 立 形  更 新   

１ 面   

  ウ  オ ゾ ン 処 理 設 備 制 御 装 置  

( ｱ )  オ ゾ ン 処 理 設 備 プ ロ セ ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新   

１ 組  

( ｲ )  オ ゾ ン 発 生 装 置 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形   

    更 新  ４ 面  

( ｳ )  排 オ ゾ ン 処 理 装 置 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形   

更 新  ４ 面  



( ｴ )  オ ゾ ン 接 触 池 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新   

２ 面   

   ( ｵ )  オ ゾ ン 計 装 変 換 器 盤  屋 内 自 立 形  更 新  ２ 面  

エ  活 性 炭 吸 着 池 制 御 装 置  

( ｱ )  活 性 炭 吸 着 池 プ ロ セ ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新   

１ 組  

( ｲ )  活 性 炭 吸 着 池 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新  

 ８ 面  

( ｳ )  活 性 炭 吸 着 池 洗 浄 設 備 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立  

形  更 新  ２ 面  

( ｴ )  活 性 炭 吸 着 池 計 装 変 換 器 盤  屋 内 自 立 形  更 新  ２ 面   

オ  後 段 ろ 過 池 制 御 装 置  

( ｱ )  後 段 ろ 過 池 プ ロ セ ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新   

１ 組  

( ｲ )  後 段 ろ 過 池 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立 形  更 新  

  ８ 面  

( ｳ )  後 段 ろ 過 池 洗 浄 設 備 シ ー ケ ン ス 制 御 装 置  屋 内 自 立  

形  更 新  ２ 面  

( ｴ )  後 段 ろ 過 池 計 装 変 換 器 盤  屋 内 自 立 形  更 新  ２ 面  

カ  オ ゾ ン 処 理 設 備 コ ン ト ロ ー ル セ ン タ  

( ｱ )  オ ゾ ン 発 生 器 補 機 動 力 制 御 盤  屋 内 自 立 形  新 設   

４ 面  

( ｲ )  オ ゾ ン 接 触 池 コ ン ト ロ ー ル セ ン タ  屋 内 自 立 形  更 新  

  ２ 組  

( ｳ )  オ ゾ ン 接 触 池 補 助 継 電 器 盤  屋 内 自 立 形  新 設  ２ 組  

  キ  活 性 炭 吸 着 池 現 場 動 力 制 御 盤  

( ｱ )  活 性 炭 吸 着 池 現 場 動 力 制 御 盤 （ １ 池 用 ）  屋 内 自 立 形  

 更 新  ８ 面  



( ｲ )  活 性 炭 吸 着 池 現 場 動 力 制 御 盤 （ ２ 池 用 ）  屋 内 自 立 形   

新 設  1 6 面  

ク  後 段 ろ 過 池 現 場 動 力 制 御 盤  

( ｱ )  後 段 ろ 過 池 現 場 動 力 制 御 盤 （ １ 池 用 ）  屋 内 自 立 形  

 更 新  ８ 面  

( ｲ )  後 段 ろ 過 池 現 場 動 力 制 御 盤 （ ２ 池 用 ）  屋 内 自 立 形   

新 設  1 6 面  

ケ  空 洗 ブ ロ ア 動 力 制 御 盤  

( ｱ )  空 洗 ブ ロ ア 動 力 制 御 盤  屋 内 自 立 形  新 設  ２ 面  

( ｲ )  空 洗 ブ ロ ア 現 場 操 作 盤  屋 内 自 立 形  新 設  ２ 面  

コ  無 停 電 電 源 分 電 盤  屋 内 自 立 形  新 設  ２ 面  

サ  工 業 計 器  差 圧 伝 送 器  取 替 え  ４ 台  

シ  附 帯 工 事   １ 式  

 ( 5 )  工 期  契 約 確 定 の 日 の 翌 日 か ら 6 1 0 日 間  

( 6 )  適 用 業 種 グ ル ー プ  設 備 業 種 グ ル ー プ  

 ( 7 )  工 事 発 注 規 模  2 1 億 円 以 上 2 3 億 円 未 満  

( 8 )  こ の 工 事 は 、契 約 締 結 後 に Ｖ Ｅ 提 案 を 受 け 付 け る 契 約 後 Ｖ Ｅ

の 対 象 工 事 で あ る 。  

 ( 9 )  本 案 件 は 、 電 子 入 札 案 件 で あ る 。  

 ( 1 0 )  本 案 件 は 、技 術 実 績 評 価 型 総 合 評 価 方 式 ( 試 行 ) 案 件 で あ る 。 

( 1 1 )  こ の 工 事 の 申 込 み に つ い て は 、 他 の 工 事 の 申 込 み と の 重 複  

を 認 め る も の と す る 。  

２  競 争 入 札 に 参 加 す る 者 に 必 要 な 資 格  

  次 の ( 1 ) か ら ( 6 ) ま で の 全 て の 事 項 に 該 当 し 、こ の 入 札 に 参 加 す

る 資 格 が あ る こ と の 確 認 を 受 け た 者 が 、こ の 入 札 に 参 加 す る こ と

が で き る 。  

 ( 1 )  地 方 自 治 法 施 行 令 ( 昭 和 2 2 年 政 令 第 1 6 号 ) 第 1 6 7 条 の ４ の 規 定

に 該 当 し て い な い こ と 。  



 ( 2 )  東 京 都 水 道 局 競 争 入 札 参 加 有 資 格 者 指 名 停 止 等 措 置 要 綱 ( 平

成 1 8 年 ４ 月 １ 日 付 1 7 水 経 契 第 7 2 4 号 ) に 基 づ く 指 名 停 止 期 間 中

で な い こ と 。  

 ( 3 )  東 京 都 水 道 局 契 約 関 係 暴 力 団 等 対 策 措 置 要 綱 ( 平 成 2 2 年 1 1 月

５ 日 付 2 2 水 経 契 第 3 6 8 号 ) 第 ３ 条 第 １ 項 又 は 第 ２ 項 に 基 づ く 排

除 措 置 期 間 中 で な い こ と 。  

 ( 4 )  経 営 不 振 の 状 態 ( 会 社 更 生 法 ( 平 成 1 4 年 法 律 第 1 5 4 号 ) 第 1 7 条

第 １ 項 の 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し た と き 、 民 事 再 生 法 ( 平 成

1 1 年 法 律 第 2 2 5 号 ) 第 2 1 条 第 １ 項 の 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し

た と き 、 手 形 又 は 小 切 手 が 不 渡 り に な っ た と き 等 。 た だ し 、 東

京 都 水 道 局 が 経 営 不 振 の 状 態 を 脱 し た と 認 め た 場 合 は 除 く 。 )

に な い こ と 。  

 ( 5 )  入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 の 間 に 資 本 関 係 又 は 人 的 関 係 が

な い こ と ( 東 京 都 建 設 工 事 等 競 争 入 札 参 加 資 格 登 録 事 項 に い う

「 関 係 す る 会 社 等 」 に 当 た ら な い こ と 。 ) 。  

 ( 6 )  東 京 都 に お け る 令 和 ３ ・ ４ 年 度 建 設 工 事 等 競 争 入 札 参 加 資 格

の 業 種 5 2 「 計 装 装 置 」 に つ い て 順 位 格 付 を 有 し て い る こ と 。  

 ３  一 般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書 等 の 提 出 等  

( 1 )  こ の 入 札 に 参 加 を 希 望 す る 者 は 、電 子 調 達 シ ス テ ム に よ り 一

般 競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 申 請 書 ( 以 下 「 資 格 確 認 申 請 書 」 と い

う 。 ) を 作 成 し 、 入 札 公 告 と と も に 交 付 す る 東 京 都 水 道 局 技 術

実 績 評 価 型 総 合 評 価 方 式 ( 試 行 ) 公 表 事 項 の ２ ( 以 下 「 公 表 事 項

２ 」 と い う 。 )  に 定 め る 資 料 を 添 付 し な け れ ば な ら な い 。 こ

れ に よ り 難 い 場 合 は 、 ６ ( 2 ) イ で 示 す 場 所 に 令 和 ３ 年 ９ 月 1 3 日

( 月 ) か ら ９ 月 2 1 日 ( 火 ) ま で ( 東 京 都 の 休 日 に 関 す る 条 例 ( 平 成

元 年 東 京 都 条 例 第 1 0 号 ) 第 １ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 東 京 都 の 休 日

( 以 下 「 休 日 」 と い う 。 ) を 除 く 。 ) の 午 後 １ 時 か ら 午 後 ５ 時 ま

で に 、 資 格 確 認 申 告 書 の 写 し 、 公 表 事 項 ２ に 定 め る 資 料 、 及 び



令 和 ３・４ 年 度 東 京 都 受 付 票 を 提 出 又 は 提 示 し な け れ ば な ら な

い 。若 し く は 、令 和 ３ 年 ９ 月 1 3 日 ( 月 ) か ら ９ 月 2 1 日 ( 火 )（ 必 着 ）

ま で に ６ ( 2 ) イ で 示 す 場 所 へ 資 格 確 認 申 告 書 の 写 し 、 公 表 事 項

２ に 定 め る 資 料 及 び 東 京 都 受 付 票 の 写 し を 郵 送 し な け れ ば な

ら な い 。  

 ( 2 )  ( 1 ) に よ り 添 付 、 提 出 又 は 提 示 し た 資 料 に 関 し 、 担 当 職 員 か

ら 説 明 を 求 め ら れ た と き は 、 そ れ に 応 じ な け れ ば な ら な い 。  

 ( 3 )  資 格 確 認 申 請 書 は 、 次 の と お り 受 け 付 け る 。  

令 和 ３ 年 ９ 月 1 3 日 ( 月 ) か ら ９ 月 2 1 日 ( 火 ) ま で ( 土 曜 日 を 除  

く 。 ) の 午 前 ８ 時 か ら 午 後 ９ 時 ま で ( 最 終 日 は 午 後 ２ 時 ま で )  

 ( 4 )  入 札 の 参 加 資 格 の 確 認 の 結 果 に つ い て は 、資 格 確 認 申 請 書 及  

び ( 1 ) に 示 す 書 類 等 を 提 出 又 は 提 示 し た 者 に 対 し 、 一 般 競 争 入  

札 参 加 資 格 確 認 結 果 通 知 書 ( 以 下「 確 認 結 果 通 知 書 」 と い う 。 )  

に よ り 通 知 す る 。   

４  契 約 条 項 及 び 設 計 概 要 書 の 縦 覧  

 ( 1 )  期 間  公 告 の 日 か ら 令 和 ３ 年 ９ 月 2 1 日 ( 火 ) ま で ( 土 曜 日 を 除

く 。 ) 午 前 ８ 時 か ら 午 後 ９ 時 ま で ( 最 終 日 は 午 後 ２ 時 ま で )  

 ( 2 )  場 所  電 子 調 達 シ ス テ ム 上 の 当 該 案 件 情 報 詳 細 画 面  

５  図 面 及 び 仕 様 書 の 貸 与  

  ３ の 結 果 、こ の 競 争 入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 確 認 さ れ た 者

に つ い て は ､ 図 面 及 び 仕 様 書 ( 以 下 「 発 注 図 書 」 と い う 。 ) を 次 の

条 件 を も っ て 貸 与 す る 。  

  た だ し 、発 注 図 書 の 公 表 を 案 件 公 表 時 か ら 行 っ て い る 案 件 に つ

い て は 、 案 件 公 表 時 か ら 貸 与 す る も の と す る 。  

 ( 1 )  積 算 以 外 の 目 的 に 使 用 し な い こ と 。  

 ( 2 )  使 用 後 は 、 裁 断 し た 上 で 廃 棄 す る こ と 。  

   な お 、 こ の 条 件 に 違 反 し た 場 合 は 、 以 後 の 入 札 に お け る 指 名

を 制 限 す る 。  



６  入 札 手 続 等  

 ( 1 )  入 札 の 締 切 日 時  

   入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る こ と の 確 認 を 受 け た 日 か ら 令 和

３ 年 1 0 月 2 8 日 ( 木 ) ま で ( 土 曜 日 を 除 く 。) の 午 前 ８ 時 か ら 午 後 ９

時 ま で ( 最 終 日 は 午 後 ５ 時 ま で ) に 、電 子 調 達 シ ス テ ム に よ り 提

出 す る こ と 。  

 ( 2 )  開 札 の 日 時 及 び 場 所  

  ア  日 時  令 和 ３ 年 1 0 月 2 9 日 ( 金 )  午 前 ９ 時  

  イ  場 所  新 宿 区 西 新 宿 二 丁 目 ８ 番 １ 号  東 京 都 庁 第 二 本 庁

舎  2 1 階 北 側  東 京 都 水 道 局 経 理 部 契 約 課 ( 工 事 契 約 担 当 )  

電 話  0 3 - 5 3 2 0 - 6 4 0 3 ( ダ イ ヤ ル イ ン )  

 ( 3 )  入 札 参 加 者 は 、東 京 都 水 道 局 が 配 布 し た 積 算 内 訳 書 又 は こ れ

に 準 ず る も の を 添 付 し た 資 料 ( 以 下 「 積 算 内 訳 書 」 と い う 。 )

に 必 要 事 項 を 記 載 し 、 記 名 押 印 の 上 、 作 成 し て お か な け れ ば な

ら な い 。  

   ま た 、 東 京 都 水 道 局 か ら 提 出 の 指 示 が あ っ た 場 合 に は 、 開 札

前 で あ っ て も 速 や か に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 ( 4 )  入 札 手 続 等 は 、東 京 都 水 道 局 が 定 め た 競 争 入 札 等 参 加 者 心 得

( 電 子 入 札 編 ) ( 平 成 1 6 年 ８ 月 2 0 日 付 1 6 水 経 契 第 6 8 8 号 。 以 下 「 入

札 心 得 」 と い う 。 ) 及 び 東 京 都 水 道 局 電 子 入 札 運 用 基 準 ( 平 成 1 6

年 ８ 月 2 0 日 付 1 6 水 経 契 第 6 8 8 号 ) に よ る 。  

 ( 5 )  契 約 手 続 に お い て 使 用 す る 言 語 及 び 通 貨 は 、日 本 語 及 び 日 本

国 通 貨 に 限 る 。  

 ( 6 )  入 札 者 は 、 開 札 に 立 ち 会 う こ と が で き る 。 入 札 者 が 開 札 に 立

ち 会 わ な い と き は 、当 該 入 札 事 務 に 関 係 の な い 当 局 職 員 が 立 ち

会 う 。  

 ( 7 )  入 札 に 参 加 す る 資 格 が あ る と 確 認 さ れ た 者 は 、そ の 見 積 も っ

た 金 額 の 1 0 0 分 の ３ 以 上 の 入 札 保 証 金 を 入 札 を 実 施 す る 日 の 入



札 前 ま で に 納 付 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 次 に 掲 げ る 場 合

に つ い て は 、 入 札 保 証 金 の 納 付 を 免 除 す る 。  

  ア  入 札 に 参 加 す る 者 が 、保 険 会 社 と の 間 に 東 京 都 水 道 局 長 を

被 保 険 者 と す る 入 札 保 証 保 険 契 約 を 締 結 し 、入 札 前 に そ の 入

札 保 証 保 険 契 約 に 係 る 保 険 証 券 を 東 京 都 水 道 局 に 提 出 し た

と き 。  

  イ  確 認 結 果 通 知 書 に お い て 、入 札 保 証 金 の 納 付 を 要 し な い も

の と さ れ た と き 。  

 ( 8 )  入 札 に お い て 落 札 者 と さ れ た 者 は 、 契 約 金 額 の 1 0 0 分 の 1 0 以

上 の 契 約 保 証 金 を 契 約 締 結 前 ま で に 納 付 し な け れ ば な ら な い 。

た だ し 、 次 に 掲 げ る 場 合 に つ い て は 、 契 約 保 証 金 の 納 付 を 免 除

す る 。  

  ア  落 札 者 と さ れ た 者 が 、保 険 会 社 と の 間 に 東 京 都 水 道 局 長 を

被 保 険 者 と す る 履 行 保 証 保 険 契 約 を 締 結 し 、契 約 締 結 前 に そ

の 履 行 保 証 保 険 契 約 に 係 る 保 険 証 券 を 東 京 都 水 道 局 に 提 出

し た と き 。  

  イ  確 認 結 果 通 知 書 に お い て 、契 約 保 証 金 の 納 付 を 要 し な い も

の と さ れ た と き 。た だ し 、低 入 札 価 格 調 査 制 度 の 適 用 案 件 で 、

低 入 札 価 格 調 査 を 行 っ て 落 札 者 と な っ た 場 合 は 、こ の 限 り で

は な い 。  

 ( 9 )  次 に 掲 げ る 事 項 の い ず れ か に 該 当 す る 入 札 は 、 無 効 と す る 。 

  ア  入 札 に つ い て 不 正 の 行 為 が あ っ た と き 。  

  イ  虚 偽 の 申 込 み を 行 っ た 者 の し た 入 札  

  ウ  積 算 内 訳 書 を 作 成 し な い 者 の し た 入 札  

  エ  そ の 他 入 札 心 得 に 違 反 し た と き 。  

 ( 1 0 )  東 京 都 水 道 局 技 術 実 績 評 価 型 総 合 評 価 方 式 試 行 要 綱 （ 平 成

2 2 年 1 2 月 2 7 日 付 2 2 水 経 契 第 4 7 8 号 。 以 下 「 技 術 実 績 要 綱 」 と い

う 。）第 1 5 条 の 規 定 に 基 づ き 落 札 者 を 決 定 す る 。落 札 予 定 者 は 、



当 局 の 指 示 に よ り 、 持 参 し た 積 算 内 訳 書 等 ( 以 下 「 確 認 書 類 」

と い う 。 ) を 提 出 し 、 内 容 の 確 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 ( 1 1 )  落 札 予 定 者 と さ れ た 者 は 、 そ の 者 が 提 出 し た 確 認 書 類 の 内

容 を 確 認 し た 後 、 落 札 者 と す る 。 た だ し 、 落 札 予 定 者 が 提 出 し

た 確 認 書 類 の 内 容 の 確 認 が 得 ら れ な い 場 合 又 は 入 札 価 格 に よ

っ て は そ の 者 に よ り 当 該 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が な さ れ

な い お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と き は 、そ の 者 を 落 札 者 と せ ず 、

予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 の 価 格 を も っ て 有 効 な 入 札 を 行 っ た

他 の 者 の う ち 、技 術 実 績 要 綱 第 1 3 条 第 １ 項 の 評 価 値 が 次 に 高 い

者 を 落 札 予 定 者 と し 、 同 様 に 確 認 書 類 の 内 容 を 確 認 す る 。  

 ( 1 2 )  前 払 金 は 、東 京 都 水 道 局 財 務 規 程 ( 昭 和 3 5 年 東 京 都 水 道 局 管

理 規 程 第 2 2 号 ) 第 2 6 5 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、次 の と お り 支 払 う 。 

  ア  契 約 金 額 が 3 6 億 円 未 満 の 場 合 、契 約 金 額 の 4 0 ％ を 超 え な い

範 囲 内 で ３ 億 ６ 千 万 円 を 限 度 と す る 額  

  イ  契 約 金 額 が 3 6 億 円 以 上 の 場 合 、契 約 金 額 の 1 0 ％ を 超 え な い

範 囲 内 の 額  

 ( 1 3 )  こ の 入 札 に お い て 不 服 が あ る 場 合 は 、 東 京 都 入 札 監 視 委 員

会 水 道 局 事 前 審 査 運 営 要 領 ( 平 成 1 4 年 ４ 月 １ 日 付 1 3 水 経 契 第

4 0 3 号 ) に よ り 、 次 の と お り 苦 情 申 立 て を 行 う こ と が で き る 。  

  ア  こ の 入 札 に 参 加 す る 資 格 が な い と 判 断 さ れ た 者  

   ( ｱ )  苦 情 申 立 て の 範 囲  入 札 参 加 資 格 が な い と 判 断 さ れ た

理 由  

   ( ｲ )  期 間  入 札 参 加 資 格 が な い と の 通 知 を 受 け た 日 の 翌 日

か ら 起 算 し て 1 0 日 以 内  

   ( ｳ )  場 所  新 宿 区 西 新 宿 二 丁 目 ８ 番 １ 号  東 京 都 水 道 局 経

理 部 契 約 課 ( 契 約 調 整 担 当 )  電 話 0 3 - 5 3 2 0 - 6 4 0 2 ( ダ イ ヤ ル

イ ン )  

  イ  あ ら か じ め 設 け た 調 査 基 準 価 格 を 下 回 っ た 入 札 を し た 場



合 で 、 調 査 を 行 っ た 結 果 、 当 該 契 約 内 容 に 適 合 し た 履 行 が な

さ れ な い と 判 断 さ れ た 者  

   ( ｱ )  苦 情 申 立 て の 範 囲  履 行 能 力 が な い と 判 断 さ れ た 理 由  

   ( ｲ )  期 間  契 約 内 容 に 適 合 し た 履 行 が さ れ な い と 判 断 さ れ

た 旨 の 通 知 を 受 け た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 1 0 日 以 内  

   ( ｳ )  場 所  ア ( ｳ ) に 同 じ 。  

７  競 争 入 札 参 加 資 格 審 査  

 ( 1 )  東 京 都 に お け る 令 和 ３ ・ ４ 年 度 建 設 工 事 等 競 争 入 札 参 加 資 格

の な い 者 で 、 こ の 入 札 へ の 参 加 を 希 望 す る も の は 、 令 和 ３ 年 ９

月 2 1 日 ( 火 ) ま で に 建 設 工 事 等 競 争 入 札 参 加 資 格 の 審 査 申 込 書

ほ か 必 要 書 類 を 提 出 し て 審 査 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 ( 2 )  ( 1 ) の 審 査 に 関 す る 詳 細 に つ い て は 、 東 京 都 公 報 特 定 調 達 公

告 版 ( 令 和 ３ 年 ３ 月 3 1 日 付 特 定 調 達 第 2 8 7 2 号 ) を 参 照 の こ と 。 

８  そ の 他  

 ( 1 )  こ の 入 札 公 告 に 定 め た 資 料 の 作 成 等 に 要 す る 費 用 は 、申 請 す

る 者 の 負 担 と す る 。  

   ま た 、 提 出 さ れ た 確 認 書 類 等 は 、 返 却 し な い 。  

 ( 2 )  契 約 締 結 後 、受 注 者 は 、設 計 図 書 に 定 め る 工 事 目 的 物 の 機 能 、

性 能 等 を 低 下 さ せ る こ と な く 契 約 金 額 を 低 減 す る こ と を 可 能

と す る 施 工 方 法 等 に 係 る 設 計 図 書 の 変 更 に つ い て 、東 京 都 水 道

局 に 提 案 す る こ と が で き る 。提 案 が 適 正 と 認 め ら れ た 場 合 に は 、

設 計 図 書 の 変 更 及 び 契 約 金 額 の 変 更 を 行 う 。 詳 細 は 、 特 記 仕 様

書 等 に よ る 。  

 ( 3 )  本 契 約 事 務 の 担 当 部 署  ６ ( 2 ) イ に 同 じ 。  



予定価格は消費税及び地方消費税の額を含んだ金額であり、 金額は、消費税及び地方消費税の額を含まない金額である。

記載してある金額に100分の に相当する金額を加算したものである（1円未満の端数が生じたときは、

その端数金額を切り捨てる（単数単価契約の場合を除く。）。）。

件名

記事

住所

備　考

予定価格

金額

契約番号

文書番号

公表区分

基準価格

特別基準価格

 

計装装置

落札金額は、入札金額に  10

令和 3年10月29日  9時00分

水道局経理部契約課

朝霞浄水場第１高度監視制御設備等改良工事

議会報告案件

メタウォーター株式会社

履行場所　　埼玉県朝霞市宮戸一丁目３番１号　東京都水道局朝霞浄水場
工事概要　　別紙工事概要参照
工　　期　　契約確定の日の翌日から610日間
価格点及び評価値は、入札金額を本案件公表事項に基づき換算した点数を、小数点第四位まで
で表示している（ただし、小数点以下第五位以降の桁で評価値を判定した場合には、判定した桁
桁までで表示している。）。

東京都千代田区神田須田町一丁目２５番地

 97.2％

2,200,000,000円

落札

  1メタウォーター株式会社
2,000,000,000円

20.6860 16.5000 37.1860

  2島津システムソリューションズ株式会社
不参

入札経過調書

入札

03-00678

落札者

入札者氏名

第1回

技術点 評価値

開札日時

開札場所

入札金額（税抜）

  1

  1

価格点

事後公表

2,261,611,000円（税込）

2,056,010,000円（税抜）

2,080,682,120円（税込）
1,891,529,200円（税抜）

1,949,566,762円（税込）
1,772,333,420円（税抜）



件名

履行場所

種別

概要

工事着手の時期

工事完成の時期

住所

商号又は名称

契約の相手方

東京都千代田区神田須田町一丁目２５番地

メタウォーター株式会社

経理部契約課

請負

監視制御装置更新、高度浄水ポンプ・受変電制御装置更新、オゾン処理設備制御装
置更新、活性炭吸着池制御措置更新、後段ろ過池制御装置更新、オゾン処理設備コ
ントロールセンタ更新、活性炭吸着池現場動力制御盤更新、後段ろ過池現場動力制
御盤更新、空洗ブロア動力制御盤新設、無停電電源分電盤新設、工業計器取替え、
附帯工事

令和3年11月8日

令和6年5月28日（610日間）  令和　　年　　月　　日（　　日間）

変更 増（△）減

2,200,000,000円 2,196,271,000円 △3,729,000円

契約変更の内容について

令和 4年 7月21日

朝霞浄水場第１高度監視制御設備等改良工事

埼玉県朝霞市宮戸一丁目３番１号　東京都水道局朝霞浄水場

水 　道 　局

変更の理由

1 機器費（高度浄水ポンプ・受変電制御装置）の変更
2 一般管理費等の変更
3 特記仕様書の変更

(うち消費税及び地方消費税の額 (うち消費税及び地方消費税の額 (うち消費税及び地方消費税の額

200,000,000円) 199,661,000円) △339,000円)

契約金額

既定

別紙様式４



 

 

 

 

東京都水道局技術実績評価型総合評価方式（試行） 

公 表 事 項 

 

 

工事件名：朝霞浄水場第１高度監視制御設備等改良工事     

 

 

 

 

 

令和 ３年 ９月 

 

東京都水道局 



1 

１ 技術実績評価型総合評価方式（試行）の適用理由及び公表事項の適用 

本工事は、工事の品質確保を目指し、入札の際に工事価格と施工実績等の技術的能力を総合的に

評価して落札者を決定する技術実績評価型総合評価方式（試行）を適用する工事である。 

なお、この公表事項は、本工事に適用する。 

 

２ 提出資料の様式及び提出方法 

当該競争入札の参加資格確認を申し込む者又は当該競争入札に参加を希望する者（以下「競争入

札参加希望者」という。）は、当該競争入札の参加資格確認申込み又は当該競争入札の参加希望申

込み（以下「競争入札参加申込み」という。）と併せて、次の資料を提出する。資料については、

「５ 技術点の評価項目」及び「６ 技術点の評価方法」のとおり作成する。 

ア 「過去の工事成績評定」申告書（様式１） 

 イ 上記アの根拠資料として、６(2)に規定する工事成績評価点の算定の基となる工事成績評定

通知書（再交付されたものを含む。）の写し 

 ウ 技術点に係る資料の提出について（様式２） 

エ 「企業の優良工事表彰の実績」申告書（様式３）及び根拠資料 

オ 「配置予定技術者の保有する資格」申告書（様式４）及び根拠資料 

 カ 「配置予定技術者の優良工事の実績」申告書（様式４）及び根拠資料 

キ 「事故及び不誠実な行為の有無」申告書（様式５）及び根拠資料 

ク 「災害協定等の締結の有無」申告書（様式７）及び根拠資料 

ケ 「ISO9001 又は 14001 の認証取得の有無」申告書（様式９）及び根拠資料 

コ 「環境への配慮実績」申告書（様式 11）及び根拠資料 

サ 「雇用・就業への配慮実績」申告書（様式 12）及び根拠資料 

シ 「仕事と家庭の両立支援配慮実績」申告書（様式 13）及び根拠資料 

ス 「女性活躍推進の実績」申告書（様式 14）及び根拠資料 

なお、工事成績評価点の算定の基となる工事成績評定通知書の総評定点のうち、最直近のものが

60 点未満である者については、入札参加を認めない。 

また、７（1）により、競争入札参加申込み後から落札予定者が持参する積算内訳書の確認時ま

での間に配置予定技術者の変更を申し出る場合は、オ及びカにつき、変更を申し出る配置予定技術

者の技術点に係る資料を提出する。 

 

３ 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

(1) 技術実績評価型総合評価方式（試行）の評価は、価格点と技術点を合計した評価値により行

う。 

(2) 入札価格が予定価格の制限の範囲内であるもののうち、価格点と技術点との合計である評価

値の最も高い者を落札者とする。 

なお、評価値の最も高い者が 2 者以上あるときは、当該者によるくじ引きにより落札者を決

定する。 
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４ 価格点の評価方法 

(1) 価格点の評価は、次のとおりとする。  

 

価格点 =（ 式①×0.13 ＋ 式②×0.87 ） 

 

「 入札価格 ≧ 基準価格 」の場合 

 

 

 

 

 

 

「 基準価格 ＞ 入札価格 ≧ 特別基準価格 」の場合 

 

 

 

「 特別基準価格 ＞ 入札価格 」の場合 

 

 

※ 式①及び式②の上限は 30 点とする。 

※ 最低入札価格は、基準価格を下回る場合は、基準価格とする。 

※ 最低入札価格と予定価格が同額の場合は、式①は 30 点とする。 

※ 式①及び式②は端数処理を行わず、価格点の小数点以下については、競争入札参加者の間で

評価の差異として反映されるまで算定する。 

※ (1)にある価格は全て消費税額を除いた額とする。 

 

(2) 基準価格及び特別基準価格（以下、「基準価格等」という。）は、予定価格の内訳から、①

直接工事費、②共通仮設費、③現場管理費、④一般管理費等を基に、原則として下記算定式に

より設定する。ただし、予定価格の内訳に発生材（有価物）の売却費等が含まれている場合は、

その費用を①～④を基に算定した金額に合算する。 

また、建築工事（建築設備工事を含む。）については、直接工事費に現場管理費の一部に相

当する額（以下、「現場管理費相当額」という。）が含まれているため、基準価格等の算定に

当たっては、直接工事費から現場管理費相当額を減じた額を直接工事費とし、現場管理費は、

現場管理費に現場管理費相当額を加えた額とする。 

なお、現場管理費相当額は、直接工事費と明確に区分できる場合を除き、直接工事費に 1/10

（昇降機設備工事にあっては 2/10）を乗じた額とする。 

ただし、基準価格については、算定の結果、設定金額が予定価格（税抜）の 7.5/10 に満た

ない場合は、予定価格（税抜）の 7.5/10 とし、設定金額が予定価格（税抜）の 9.2/10 を超え

る場合にあっては予定価格（税抜）の 9.2/10 とする。 

式① = 30 ×                ＋          ×      
予定価格 － 入札価格 

予定価格 － 最低入札価格 

式①、式② = 0 

最低入札価格 

入札価格 

1 

2 

式② = 30 ×              ＋         ×      
予定価格 － 入札価格 

予定価格 － 基準価格 

基準価格 

入札価格 

1 

2 

式①、式② = 30 ×                  
入札価格 － 特別基準価格 

基準価格 － 特別基準価格 
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《 基準価格の算定式 》 

基準価格 ＝ ①×0.97 ＋ ②×0.9 ＋ ③×0.9 ＋ ④×0.55 

      ※解体工事の場合は、①の乗率を 0.8 とする。 

《 特別基準価格の算定式 》 

特別基準価格 ＝ ①×0.9 ＋ ②×0.8 ＋ ③×0.8 ＋ ④×0.3 

      ※解体工事の場合は、上記算定式によらず、予定価格（税抜）の 7.5/10 とする。 

《 端数処理 》 

基準価格及び特別基準価格の算出に関する端数処理については、以下のとおりとする。 

 ・①直接工事費、②共通仮設費、③現場管理費、④一般管理費等に率を乗じて得た額は、

円未満切捨てとする。 

 ・現場管理費相当額を算出する場合は、円未満切捨てとする。 

 ・基準価格について、予定価格（税抜）の 7.5/10 を乗じて得た額は、円未満切上げと

する。また、予定価格（税抜）の 9.2/10 を乗じて得た額は、円未満切捨てとする。 

 ・解体工事の特別基準価格について、予定価格（税抜）の 7.5/10 を乗じて得た額は、

円未満切上げとする。 

 

５ 技術点の評価項目 

技術点の評価は、「企業の技術力」及び「企業の信頼性・社会性」から算定するものとし、技術

点の評価項目、技術点の評価項目ごとの評価点及び満点は、次表のとおりとする。 

ただし、「企業の信頼性・社会性」における環境への配慮実績、雇用・就業への配慮実績、仕事

と家庭の両立支援配慮実績又は女性活躍推進の実績については、評価項目ごとに実績を有していて

も合計で 0.5 点を上限とする。 

 

  評価項目 評価点 満点(点)  

企
業
の
技
術
力 

過去の工事成績評定 工事成績評価点 15 

23 

 

企業の優良工事表彰の実績 企業の優良工事表彰の実績点 2  

配置予定技術者の保有する資格 配置予定技術者の資格点 3  

配置予定技術者の優良工事の実績 配置予定技術者の優良工事の実績点 3  

企
業
の
信
頼
性
・
社
会
性 

事故及び不誠実な行為の有無 事故及び不誠実な行為の実績点 (-3) (-3)  

災害協定等の締結の有無 災害協定締結の実績点 1 

2 

 

ISO9001又は14001の認証取得の有無 ISO9001 又は 14001 の認証取得の実績点 1  

環境への配慮実績 環境への配慮の実績点 0.5 

0.5 

複数の実績

を有する場

合でも 0.5

点とする。 

雇用・就業への配慮実績 障害者雇用の実績点 0.5 

仕事と家庭の両立支援配慮実績 「東京ワークライフ・バランス認定企業」の実績点 0.5 

女性活躍推進の実績 女性活躍推進の実績点 0.5 

 

６ 技術点の評価方法 

(1) 「工事成績評価点」の算定方法 
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「工事成績評価点」は、過去の工事成績評定通知書（東京都（公営企業局を含む。以下「都」

という。）の発注工事のみを対象とする。）の総評定点の平均に基づき、次のとおりとする。 

工事成績評定通知書の総評定点の平均 工事成績評価点

0 点 以 上 40 点 未 満 0

40 点 以 上 60 点 未 満 1

60 点 以 上 62.5 点 未 満 3

62.5 点 以 上 65 点 未 満 5

65 点 以 上 66.5 点 未 満 7

66.5 点 以 上 68 点 未 満 8

68 点 以 上 69.5 点 未 満 9

69.5 点 以 上 71 点 未 満 10

71 点 以 上 72.5 点 未 満 11

72.5 点 以 上 75 点 未 満 12

75 点 以 上 77.5 点 未 満 13

77.5 点 以 上 80 点 未 満 14

80 点 以 上 100 点 以 下 15  
工事成績評定通知書の総評定点の平均は、基準日の 5年 3 か月前の日から起算して 5年の間

に完了した工事のうち、工事完了日が基準日に近いものから順に３件の工事成績評定通知書の

総評定点の相加平均とし、小数第２位以下は切捨てて小数第１位とする。３件に満たない場合

は、当該工事件数のみを対象とする。工事完了日が同一の案件が複数存在する場合は、工事成

績評定点の低いものを優先する。 

また、工事成績評定通知書の総評定点が 60 点未満のものは、当該総評定点を０点として算定

するものとする。 

なお、該当する工事が無い場合（0件）でも入札参加は可能である。 

工事成績評価点算定の対象工事は、東京都建設工事等競争入札参加資格の業種区分において、

本工事と同一の業種の工事とする。 

（注）「基準日」とは、各四半期の初日（４月１日、７月１日、10 月１日又は１月１日）の

うち、発注予定の公表を開始する日の直前のものをいう。ただし、発注予定の公表を開

始する日が各四半期の初日の場合は、該当する各四半期の初日とする。以下同じ。 

(2) 「企業の優良工事表彰の実績点」の算定方法 

「企業の優良工事表彰の実績点」は 2点満点とし、競争入札参加者が、競争入札参加申込み受

付期間の末日の 5 年前の日が属する年度の 4月 1日から起算して 5 年の間（すなわち前年度を含

む過去 5 か年度）に、優良工事として表彰された実績を 1件以上有する場合は 2 点、それ以外の

場合は 0 点とする。その区分及び算定は次表のとおりである。 

企業の優良工事表彰の実績
企業の優良工事表彰の

実績点

1 件 以 上 あ り 2

な し 0  
優良工事として表彰された実績は、都の発注工事において、工事を優良な成績で完成させたと

して、工事を主管する局等の長（以下「工事主管局長」という。）等から賞状等の書状を贈呈さ

れた実績を対象とする。対象となる表彰制度は巻末資料１による。 

また、算定の根拠資料として、工事主管局長等から贈呈された賞状等の書状の写しを提出する。 

 (3) 「配置予定技術者の資格点」の算定方法 

「配置予定技術者の資格点」は３点満点とし、配置予定技術者が、本工事の建設業法（昭和

24 年法律第 100 号）上の業種について、一級技術者（建設業法第 15 条第 2号イに該当する者を
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いう。以下同じ。)の場合は 3 点、二級技術者（建設業法第 27 条第 1 項の規定による技術検定そ

の他の法令に規定する試験で当該試験に合格することによって直ちに同法第7条第2号ハに該当

することとなるものに合格した者又は他の法令の規定による免許又は免状の交付(以下「免許等」

という。)で当該免許等を受けることによって直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた

者であって一級技術者以外の者をいう。以下同じ。)の場合は 2 点、その他の技術者（建設業法

第 7 条第 2 号イ、ロ若しくはハ又は同法第 15 条第 2 号ハに該当するもので一級技術者及び二級

技術者以外の者をいう。）の場合は 1点とする。その区分及び算定は次表のとおりである。 

配置予定技術者の保有する資格 配置予定技術者の資格点

一 級 技 術 者 3

二 級 技 術 者 2

そ の 他 の 技 術 者 1  
複数の資格を持つ場合には、上位の資格１つについてのみ評価する。 

また、算定の根拠資料として、配置予定技術者の保有資格証（本工事の建設業法上の業種に関

する資格）の写し又は実務経験を証明する資料を提出する。 

 

(4) 「配置予定技術者の優良工事の実績点」の算定方法 

「配置予定技術者の優良工事の実績点」は３点満点とし、配置予定技術者が、基準日の５年３

か月前の日から起算して５年の間に完了した工事（都の発注工事のみを対象とする。）のうち、

監理技術者、主任技術者又は現場代理人として関わった工事の実績１件について、工事成績評定

通知書の総評定点が 80 点以上の場合は３点、工事成績評定通知書の総評定点が 75 点以上 80 点

未満の場合は２点、それ以外の場合は 0 点とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

配置予定技術者が監理技術者、主任技術者又は現場代理人
として係わった工事の工事成績評定通知書の総評定点

配置予定技術者の
優良工事の実績点

80 点 以 上 3

75 点 以 上 80 点 未 満 2

75 点 未 満 0  
また、算定の根拠資料として、配置予定技術者が技術者として該当工事に関わったことが確認

できるコリンズの登録内容確認書（技術データを含む。）の写し及び工事成績評定通知書（再交

付されたものを含む。）の写しを提出する。 

(5) 「事故及び不誠実な行為の実績点」の算定方法 

「事故及び不誠実な行為の実績点」は、競争入札参加者が、基準日の３年前の日から起算して

３年の間に、東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成 18 年４月１日付 17 財経総

第 1543 号）に基づく指名停止を受けている場合は－３点とする。ただし、競争入札参加者が特

定の業種（部門）について指名停止を受けている場合であって、本工事と指名停止を受けている

業種（部門）が同一のときは－３点とする。ただし、指名停止中又は指名停止期間終了後に、当

該指名停止の措置要件に該当することとなった事実又は行為について責を負わないことが明ら

かとなった場合は、当該指名停止が上記対象期間内にあったとしても、事故及び不誠実な行為に

よる評価は行わないこととする（事故及び不誠実な行為はなしとする）。 

区分及び算定は、次表のとおりである。 

 

事故及び不誠実な行為の有無
事故及び不誠実な行為の

実績点

あ り －3

な し 0
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算定の根拠資料として、都が通知した該当する指名停止通知書の写しを提出する。ただし、

指名停止中又は指名停止期間終了後に、当該指名停止の措置要件に該当することとなった事実又

は行為について責を負わないことが明らかとなった場合は、指名停止通知書の写しの提出は不要

とする。 

なお、競争入札参加希望者が共同企業体の場合、構成員いずれかが指名停止を受けていれば「事

故及び不誠実な行為」は「あり」とする 

(6) 「災害協定締結の実績点」の算定方法 

「災害協定締結の実績点」は１点満点とし、競争入札参加者が、競争入札参加申込みの提出の

時点で、都と災害時における防災活動について定めた災害協定を１件以上締結している場合又は

競争入札参加者が加入している団体が、競争入札参加申込みの提出の時点で、都と災害時におけ

る防災活動について定めた災害協定を１件以上締結している場合は１点、それ以外の場合は０点

とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

 
また、算定の根拠資料として、該当する災害協定に係る協定書等の写しを提出する。 

(7) 「ISO9001 又は 14001 の認証取得の実績点」の算定方法 

「ISO9001 又は 14001 の認証取得の実績点」は１点満点とし、競争入札参加者が、競争入札参

加申込みの提出の時点で、ISO（国際標準化機構）9000 シリーズの 9001 又は ISO14000 シリーズ

の 14001 を認証取得している場合は１点、それ以外の場合は０点とする。その区分及び算定は、

次表のとおりである。 

 
また、算定の根拠資料として、認証に係る登録証等の認証取得を確認できる書類の写しを提出

する 

(8) 「環境への配慮の実績点」の算定方法 

「環境への配慮の実績点」は 0.5 点満点とし、競争入札参加者が、競争入札参加申込受付期間

の末日の５年前の日が属する年度の４月１日から起算して５年の間に、東京都が定めたとうきょ

う森づくり貢献認証制度の森林整備サポート認定、二酸化炭素オフセット認証、什器
じゅうき

による二酸

化炭素固定量認証又は建築物による二酸化炭素固定量認証に認定された実績を１件以上有する

場合は 0.5 点、それ以外の場合は０点とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

      

環境への配慮の実績の有無 環境への配慮の実績点

1 件 以 上 あ り 0.5

な し 0  

また、算定の根拠資料として、東京都知事等が発行した認証書の写しを提出する。 

(9) 「障害者雇用の実績点」の算定方法 

「障害者雇用の実績点」は 0.5 点満点とし、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年

７月 25 日法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」という。）第 43 条第７項に規定する厚生労

働大臣への報告義務がある競争入札参加者が、競争入札参加申込期間の末日の直近に公共職業

ISO9001又は14001の認証取得の有無
ISO9001又は14001
認証取得の実績点

あ り 1

な し 0

災害協定等の締結の有無 災害協定締結の実績点

1 件 以 上 あ り 1

な し 0
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安定所宛提出した障害者雇用状況報告書における実雇用率が法定雇用率を上回る場合は 0.5点、

それ以外の場合は０点とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

このほか、当該報告義務がない競争入札参加者が、競争入札参加申込日において、次のいず

れかのとおり障害者を雇用している場合は 0.5 点、それ以外の場合は０点とする。その区分及

び算定は、次表のとおりである。 

・ 常用労働者のうち１週間の所定労働時間が 30 時間以上の障害者（障害者雇用促進法第２条

の「身体障害者」「重度身体障害者」「知的障害者」「重度知的障害者」「精神障害者」をい

う。ただし、精神障害者については、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限る。）

を１名以上雇用している場合 

・ 短時間労働者のうち重度身体障害者又は重度知的障害者（障害者雇用促進法第２条の「重度

身体障害者」「重度知的障害者」をいう。）を１名以上雇用している場合 

・ 短時間労働者のうち身体障害者、知的障害者又は精神障害者（障害者雇用促進法第２条の「身

体障害者」「知的障害者」「精神障害者」をいう。ただし、精神障害者については、精神障害

者保健福祉手帳の交付を受けている者に限る。）を２名以上雇用している場合 

   なお、短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が、競争入札参加者の事業所に雇用する通

常の労働者の１週間の所定労働時間に比して短く、20 時間以上 30 時間未満である者のうち、次

のいずれかに該当する常用労働者をいう。 

① 期間の定めなく雇用されている労働者 

② 一定の期間（例えば１か月、６か月等）を定めて雇用されている労働者であって、その雇用

期間が反復更新され、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者又は採用

の時から 1 年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労働者 

加点対象となる障害者は、競争入札参加申込日から起算して過去３か月以上雇用されている労

働者に限るものとする。 

          

算定の根拠資料として、障害者雇用促進法の規定により厚生労働大臣への報告義務がある競争

入札参加希望者については、競争入札参加申込受付期間の末日の直前に公共職業安定所の受付印

を有する障害者雇用状況報告書の写し、当報告義務がない競争入札参加希望者については、雇用

している者の障害者手帳の写し等及び健康保険証等、雇用状況を確認できる書類の写しを提出す

る。 

(10)「「東京ワークライフバランス認定企業」の実績点」の算定方法 

「「東京ワークライフバランス認定企業」の実績点」は 0.5 点満点とし、競争入札参加者が、

競争入札参加申込受付期間の末日の５年前の日が属する年度の４月１日から起算して５年の間

に、東京都が定めた東京ワークライフバランス認定制度に認定された実績を１件以上有する場合

は 0.5 点、それ以外の場合は０点とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

　障害者雇用の実績の有無　 障害者雇用の実績点

実雇用率が法定雇用率を上回る（法による報告義務有の場
合）

１名もしくは2名以上の雇用あり（法による報告義務無の
場合）

な し 0

0.5
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また、算定の根拠資料として、東京都知事等から贈呈された、認定証等の書状の写しを提出す

る。 

(11)「女性活躍推進の実績点」の算定方法 

「女性活躍推進の実績点」は 0.5 点満点とし、競争入札参加者が、競争入札参加申込み受付期

間の末日の５年前の日が属する年度の４月１日から起算して５年の間に、東京都が定めた東京都

女性活躍推進大賞を受賞した実績を１件以上有する場合又は競争入札参加者が、競争入札参加申

込みの提出時点において、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年９月４

日法律第 64 号）第９条に基づく認定（えるぼし認定）を受けている場合は 0.5 点、それ以外の

場合は０点とする。その区分及び算定は、次表のとおりである。 

  

女性活躍推進の実績の有無 女性活躍推進の実績点

1 件 以 上 あ り 0.5

な し 0  
また、算定の根拠資料として、東京都知事等から贈呈された、賞状等の書状又は女性活躍推進

法第９条に基づく基準に適合するものとして各労働局が認定した通知書の写しを提出する。 

(12) 技術点は、７（1）により配置予定技術者が変更となった場合についても、競争入札参加希望

申込み時の配置予定技術者による点数で評価する。 

 

７ 配置予定技術者の取扱い 

(1) 提出資料に記載された配置予定技術者については、原則として工事完了まで変更することが

できない。ただし、競争入札参加申込み後から落札予定者が持参する積算内訳書の確認時まで

の間に配置予定技術者の変更を申し出た場合、配置予定技術者の死亡等のほか、工場製作から

現場設置へと工事現場が移行する場合等、発注者がやむを得ないと認めた場合はこの限りでな

い。この場合、変更後の技術者が保有する「配置予定技術者の資格点」、「配置予定技術者の実

績点」及び「配置予定技術者の優良工事の実績点」の合計は、変更前の技術者が保有する「配

置予定技術者の資格点」、「配置予定技術者の実績点」及び「配置予定技術者の優良工事の実績

点」の合計以上とする。 

(2) 技術者の変更を発注者がやむを得ないと認めない場合又は技術者の変更を発注者がやむを得

ないと認めた場合であっても、変更後の技術者が保有する「配置予定技術者の資格点」、「配置

予定技術者の実績点」及び「配置予定技術者の優良工事の実績点」の合計が変更前の技術者が

保有する「配置予定技術者の資格点」、「配置予定技術者の実績点」及び「配置予定技術者の優

良工事の実績点」の合計未満のときは、入札時の提出資料に虚偽の記載をしたものとして取り

扱うことがあるとともに、本工事の工事成績評定を減じることがある。 

 

８ その他の留意事項 

(1) 提出資料の提出後は、原則として記載された内容の変更を認めない。ただし、発注者がやむ

を得ないと認めた場合は、この限りでない。 

(2) 提出資料の作成及び提出に要する費用は、競争入札参加希望者の負担とする。 

　東京ワークライフバランス認定企業認定実績の有無
東京ワークライフバランス

認定企業認定の実績点

1 件 以 上 あ り 0.5

な し 0
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(3) 提出資料は、本工事に係る審査以外に競争入札参加希望者に無断で使用することはない。 

(4) 提出資料は、返却しない。 

(5) この入札における非落札の理由その他の手続に関しては、「東京都入札監視委員会水道局事前

審査運営要領」（平成 14 年４月１日施行 13 水経契第 403 号）により、契約事務担当者に対して

苦情を申し立てることができる。 
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巻末資料１ 

 

 

「企業の優良工事表彰の実績点」の対象となる表彰制度 

 

 

局名 表彰状類 

の名称 

表彰状類 

授与者 

根拠となる要綱類の名称 

財務局 賞状 局長 財務局優良工事等表彰要綱 

都市整備局 賞状  局長 都市整備局優良工事等局長賞贈呈要綱 

感謝状 所長 都市整備局優良工事等事務所長賞等贈呈要綱 

住宅政策本部 賞状 本部長 住宅政策本部優良工事等本部長賞贈呈要綱 

感謝状 都営住宅経

営部長 

住宅政策本部優良工事等都営住宅経営部長賞等贈

呈要綱 

感謝状 所長 住宅政策本部優良工事等事務所長賞等贈呈要綱 

建設局 賞状  局長 建設局優良工事等公表要綱 

賞状 所長 建設局事務所長優良工事等公表要綱 

賞状 局長 建設局災害復旧等功労者公表要綱 

港湾局 賞状  局長 港湾局優良工事等公表要綱 

交通局 感謝状 建設工務部

長 

交通局建設工務部優良請負工事等公表等実施要領

及び同細則 

水道局 表彰状 局長 東京都水道局優良工事等公表要綱 

部長、所長 

下水道局 賞状 局長 東京都下水道局優良工事受注者表彰要綱 

感謝状 局長 東京都下水道局工事施行成績優良業者公表要綱 

 

※ 上記の表彰制度について、要綱類が改正されたことにより、改正前の要綱類からその名称等 

が変更となっているものについては、改正前の要綱類により表彰された場合であっても、上記 

表彰制度により表彰されたものとみなす。 

※ 授与された表彰状類が実績の対象となるのか不明な場合は、表彰状類を発行した部署に確認 

すること。 
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巻末資料２ 

令和3年度の
公表開始日

令和3年度の
基準日

様式
番号

対象期間

同種工事等の実績 3 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

過去の工事成績評定 1 平成28年  1月1日から令和2年12月31日まで

優良工事表彰の実績 3 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

同種工事等の実績 4 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

優良工事の実績 4 平成28年  1月1日から令和2年12月31日まで

5 平成30年  4月1日から令和3年  3月31日まで

6 平成30年  1月1日から令和2年12月31日まで

8 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

11

13

14

同種工事等の実績 3 平成28年  7月1日から令和3年  6月30日まで

過去の工事成績評定 1 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

優良工事表彰の実績 3 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

同種工事等の実績 4 平成28年  7月1日から令和3年  6月30日まで

優良工事の実績 4 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

5 平成30年  7月1日から令和3年  6月30日まで

6 平成30年  4月1日から令和3年  3月31日まで

8 平成28年  7月1日から令和3年  6月30日まで

11

13

14

同種工事等の実績 3 平成28年10月1日から令和3年  9月30日まで

過去の工事成績評定 1 平成28年  7月1日から令和3年  6月30日まで

優良工事表彰の実績 3 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

同種工事等の実績 4 平成28年10月1日から令和3年  9月30日まで

優良工事の実績 4 平成28年  7月1日から令和3年  6月30日まで

5 平成30年10月1日から令和3年  9月30日まで

6 平成30年  7月1日から令和3年  6月30日まで

8 平成28年10月1日から令和3年  9月30日まで

11

13

14

同種工事等の実績 3 平成29年  1月1日から令和3年12月31日まで

過去の工事成績評定 1 平成28年10月1日から令和3年  9月30日まで

優良工事表彰の実績 3 平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

同種工事等の実績 4 平成29年  1月1日から令和3年12月31日まで

優良工事の実績 4 平成28年10月1日から令和3年  9月30日まで

5 平成31年  1月1日から令和3年12月31日まで

6 平成30年10月1日から令和3年  9月30日まで

8 平成29年  1月1日から令和3年12月31日まで

11

13

14

※公表開始日は、東京都入札情報サービスの「発注予定情報」から検索の上ご確認下さい。
  「発注予定案件一覧」のページで案件ごとに「公表日」として記載されています。

平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

対象期間一覧表（令和3年度）

対象項目

企業の施工能力

平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

平成28年  4月1日から令和3年  3月31日まで

単価契約工事又は緊急施行工事の実績

環境への配慮実績

配置予定技術者
の能力

事故及び不誠実な行為の有無

地域における実績

単価契約工事又は緊急施行工事の実績

女性活躍推進の実績

環境への配慮実績

仕事と家庭の両立支援配慮実績

単価契約工事又は緊急施行工事の実績

環境への配慮実績

4月1日から
6月30日

4月1日

7月1日から
9月30日

7月1日

企業の施工能力

配置予定技術者
の能力

事故及び不誠実な行為の有無

地域における実績

単価契約工事又は緊急施行工事の実績

環境への配慮実績

仕事と家庭の両立支援配慮実績

女性活躍推進の実績

10月1日から
12月31日

10月1日

企業の施工能力

配置予定技術者
の能力

事故及び不誠実な行為の有無

地域における実績

仕事と家庭の両立支援配慮実績

女性活躍推進の実績

仕事と家庭の両立支援配慮実績

女性活躍推進の実績

1月1日から
3月31日

1月1日

企業の施工能力

配置予定技術者
の能力

事故及び不誠実な行為の有無

地域における実績

 



別記様式－２ 

 
 東京都入札監視委員会定例審議（議案） 
 
  開   催   日 令和４年11月29日（火）   議 案 番 号 ４ 

  所 管 部 署 東京都交通局 

  施 工 業 種 軌道   等   級 順位格付 

  件       名 新宿線レール削正工事 

  場 所 新宿線本線内 

 概 要 別紙のとおり 

  工 期 契約締結の日から令和４年３月18日まで 

  契 約 者 日鉄レールウェイテクノス株式会社 

  契 約 金 額 
契約時：71,445,000円 

変更後：73,532,800円（第１回） 

    

契 約 方 式 特命随意契約 

  応 募 (指 名 )者 別紙「交通局指名業者選考委員会議案」のとおり（全１者） 

  入札参加(指名)者 別紙見積経過調書のとおり（全１者） 

  入札経過(結果) 別紙見積経過調書のとおり（全１者） 

  施 工 状 況 施工完了 

 

 
（ 備 考 ） 
 ○添付資料 

   １ 工事概要（案内図含む） 

２ 交通局指名業者選考委員会議案 

   ３ 工事請負等見積合せ通知書 

   ４ 見積経過調書 

   ５ 工事請負契約書（表紙） 

   ６ 契約内容変更決定通知書及び承諾書 

   ７ 過去５年の契約状況 

 

 

 

議案４ 



（１）　工事件名 新宿線レール削正工事
（２）　契約の方法 特命随意契約
（３）　契約⾦額 \71,445,000.（うち消費税の額　\6,495,000.）
（４）　契約の相手方 日鉄レールウェイテクノス株式会社
（５）　工期 令和３年12⽉９日から令和４年３⽉18日まで
（６）　工事内容

この工事は、列⾞⾛⾏に伴いレールに発⽣した摩耗等（波状摩耗やきしみ割れ）を⼤型レール削正⾞
を使用し取り除き、レールを適正な状態に保ち、騒音や振動の低減を図るものである。
①施工数量

②施工状況写真

令和４年10⽉

入札監視委員会
説明資料 新 宿 線 レ ー ル 削 正 工 事 交通局建設工務部保線課

　　1　工事概要 　２　案内図及び施工箇所図

No. No.
1 1k452m〜1k745m 293sm 1 0k518m〜0k675m 157sm
2 4k452m〜4k738m 196sm 2 3k170m〜3k593m 423sm
3 5k745m〜5k940m 195sm 3 5k732m〜6k315m 583sm
4 7k070m〜7k192m 122sm 4 8k393m〜8k562m 169sm
5 7k490m〜7k778m 288sm 5 13k214m〜13k416m 202sm
6 8k779m〜9k405m 626sm
7 11k340m〜11k700m 360sm
8 12k458m〜12k745m 287sm

2,367sm 1,534sm

東⾏線 ⻄⾏線

小計 小計
合計　3,901sm

東京都交通局
⼤島保線管理所

線 名

浅 草 線 西 馬 込 ～ 押 上 18.3 km
三 田 線 目 黒 ～ 西 高島平 26.5 km
新 宿 線 新 宿 ～ 本 八 幡 23.5 km
大江戸線 40.7 km

都電荒川線 早稲田～三ノ輪橋 12.2 km
日暮里・舎人線 日暮里～見沼代親水公園 9.7 km

計130.9 km

区 分 営業キロ

営

業

線

区間

都庁前 ～ 飯田橋 ～ 両国 ～

大 門 ～ 都庁 前 ～ 光 が 丘

案 内 図

都営新宿線

起点 新宿駅（0ｋ000ｍ）

終点 本八幡駅（23ｋ530ｍ）

北

東

南

西

⼤型レール削正⾞ レール削正状況

レール削正前 レール削正後











過去５年の契約状況

年度 件　　　名 契約方法
予定価格
公表区分

予定価格
（上段：税込）
（下段：税抜）

契約金額
（上段：税込）
（下段：税抜）

受注者
第１回見積金額

（税抜）
第２回見積金額

（税抜）
第３回見積金額

（税抜）

日鉄住金レールウェ
イテクノス株式会社

49,900,000 49,000,000 48,500,000

48,500,000

非公表29
新宿線レール削正工事

特命随
意契約

52,380,000

日鉄住金レールウェ
イテクノス株式会社

26,000,000 ― ―

26,000,000

非公表30
新宿線レール削正工事

特命随
意契約

28,080,000

日鉄レールウェイテ
クノス株式会社

46,000,000 44,000,000 42,000,000

41,859,000 40,000,000

元
新宿線レール削正工事

特命随
意契約

事後
公表

46,044,900 44,000,000

日鉄レールウェイテ
クノス株式会社

66,680,000 64,400,000 63,000,000

63,284,000 63,000,000

2
新宿線レール削正工事

特命随
意契約

事後
公表

69,612,400 69,300,000

日鉄レールウェイテ
クノス株式会社

68,780,000 64,950,000 ―

64,981,000 64,950,000

3
新宿線レール削正工事

特命随
意契約

事後
公表

71,479,100 71,445,000



別記様式－２ 

 
 東京都入札監視委員会定例審議（議案） 
 
  開   催   日 令和４年11月29日（火）   議 案 番 号 ５ 

  所 管 部 署 東京都下水道局 

  施 工 業 種 焼却設備   等   級 順位格付 

  件       名 南部汚泥処理プラント混練機械設備補修工事 

  場 所 東京都大田区城南島五丁目２番１号（南部汚泥処理プラント内） 

 概 要 別紙のとおり 

  工 期 契約確定の日の翌日から100日間 

  契 約 者 三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社 

  契 約 金 額 81,317,500円 

    

  契 約 方 式 希望制指名競争入札 

simei 
  応 募 (指 名 )者 別紙「局指名業者選定委員会議案」のとおり（全１者） 

  入札参加(指名)者 別紙入札経過調書のとおり（全５者） 

  入札経過(結果) 別紙入札経過調書のとおり（全５者 応札１者、辞退４者） 

  施 工 状 況 施工完了 

 

 
（ 備 考 ） 
 ○添付資料 

   １ 工事概要（案内図含む） 

２ 工事発注予定表 

   ３ 希望票兼予定監理技術者等調書（落札者のみ） 

   ４ 局指名業者選定委員会議案 

   ５ 指名通知書（落札者のみ） 

   ６ 入札経過調書 

   ７ 工事請負契約書（表紙） 

   ８ 過去５年の入札状況 

 

議案５ 



南部汚泥処理プラ ント 混練機械設備補修工事 工事概要 
 

１  契 約 件 名 南部汚泥処理プラ ン ト 混練機械設備補修工事 

２  契 約 の 方 法 希望制競争契約 

３  契 約 金 額 81,317,500 円（ 変更なし ）  

４  契約の相手方 三菱重工環境・ 化学エン ジニアリ ン グ株式会社 

５  工 期 契約確定の日の翌日から 100 日間 

    （ 令和 3 年 10 月 7 日～令和 4 年 3 月 8 日）  

６  工事内容 

   下水を 処理する過程で発生する 汚泥は、固形物にし て焼却炉で燃やし て灰にし ている。発生し た焼却灰は、

飛散防止、 安定化を 図るため、 セメ ン ト と 水を 混ぜて混練灰にし て、 中央防波堤外側埋立処分場で埋立処分

し ている 。  

本工事は、 南部汚泥処理プ ラ ン ト に設置さ れている 混練機械設備の故障や機能停止等を 未然に防止する た

め、 こ れを 計画的に補修し 、 混練処理機能の維持を図る も のである 。  

 

７  工事概要 

・ 混練機 1 号(25t/h)補修     1 台                 

・ 付帯設備補修   一式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８  一般平面図（ 案内図）  

 

９  フ ロー図 

 

部分は主要工事部を 示す 









過去５年の入札状況

年度 件　　　名 契約方法
予定価格
公表区分

予定価格
（上段：税込）
（下段：税抜）

契約金額
（上段：税込）
（下段：税抜）

落札者 希望者数 指名者数 入札参加者
第１回入札・
見積金額
（税抜）

第２回見積金額
（税抜）

第３回見積金額
（税抜）

三菱重工環境・
化学エンジニア
リング株式会社

73,925,000

三機工業株式会社 辞退

株式会社タクマ 辞退

株式会社スガテック 辞退

メタウォーター株式会社 辞退

三菱重工環境・
化学エンジニア
リング株式会社

92,900,000

月島機械株式会社 辞退

三機工業株式会社 辞退

株式会社スガテック 辞退

メタウォーター株式会社 辞退

三菱重工環境・
化学エンジニア
リング株式会社

54,700,000

月島機械株式会社 辞退

三機工業株式会社 辞退

メタウォーター株式会社 辞退

株式会社スガテック 不参

三菱重工環境・
化学エンジニア
リング株式会社

44,900,000 44,500,000

三菱重工環境・
化学エンジニア
リング株式会社

27,000,000 26,800,000 26,500,000

三菱重工環境・化学
エンジニアリング株

式会社

26,500,000

非公表29
南部スラッジプラント混
練機械設備補修工事

特命随
意契約

28,620,000

48,060,000

三菱重工環境・化学
エンジニアリング株

式会社

44,535,000 44,500,000

三菱重工環境・化学
エンジニアリング株

式会社
1 5

54,716,000 54,700,000

30
南部スラッジプラント混
練機械設備補修工事

特命随
意契約

事後
公表

48,097,800

元
南部汚泥処理プラント
混練機械設備補修工事

希望制
指名競
争入札

事前
公表

60,187,600 60,170,000

102,190,000

三菱重工環境・化学
エンジニアリング株

式会社
1 5

92,950,000 92,900,000

三菱重工環境・化学
エンジニアリング株

式会社
1 5

73,925,000 73,925,000

2
南部汚泥処理プラント
混練機械設備補修工事

希望制
指名競
争入札

事前
公表

102,245,000

3
南部汚泥処理プラント
混練機械設備補修工事

希望制
指名競
争入札

事前
公表

81,317,500 81,317,500



別記様式－２ 

 
 東京都入札監視委員会定例審議（議案） 
 
  開   催   日 令和４年11月29日（火）   議 案 番 号 ６ 

  所 管 部 署 東京都警視庁 

  施 工 業 種 道路標示塗装   等   級 順位格付 

  件       名 トラフィックペイント道路標示塗装工事単価契約（５） 

  場 所 富坂警察署外35署管内 

 概 要 別紙のとおり 

  工 期 契約確定日の翌日から令和４年２月８日まで 

  契 約 者 宮川興業株式会社 

  契 約 金 額 51,715,400円（推定総金額） 

    

契 約 方 式 希望制指名競争入札 

  応 募 (指 名 )者 別紙「指名業者選定委員会議案」のとおり（全６者） 

  入札参加(指名)者 別紙入札経過調書のとおり（全10者） 

  入札経過(結果) 別紙入札経過調書のとおり（全10者 応札４者、辞退６者） 

  施 工 状 況 施工完了 

 

 
（ 備 考 ） 
 ○添付資料 

   １ 工事概要 

２ 発注予定表 

   ３ 希望票兼予定監理技術者等調書（落札者のみ） 

   ４ 指名業者選定委員会議案 

   ５ 指名通知書（落札者のみ） 

   ６ 入札経過調書 

   ７ 辞退理由 

   ８ 工事請負契約書（内訳書含む） 

   ９ 過去５年の入札状況 

 

 

議案６ 



【トラフィックペイント道路標示塗装工事単価契約（５）の工事概要】

１ 工事概要
（１）工事内容

トラフィックペイント道路標示塗装工事は、ローラーあるいは
刷毛により、材料のＪＩＳ規格のペンキを道路上の所定の場所に
塗装する工事です。

塗装場所は、道路の縁石上部に塗装する駐車禁止及び駐停車禁
止の標示と、道路上に型枠を置き、その上から塗装する各種スト
ップマークの標示があります。

（２）工事場所
富坂警察署外３５署管内

○文京区（富坂署、大塚署、本富士署、駒込署）
○豊島区（巣鴨署、池袋署、目白署）
○北区（滝野川署、王子署、赤羽署）
○板橋区（板橋署、志村署、高島平署）
○練馬区（練馬署、光が丘署、石神井署）
○台東区（上野署、下谷署、浅草署、蔵前署）
○荒川区（尾久署、南千住署、荒川署）
○足立区（千住署、西新井署、竹の塚署、綾瀬署）
○江東区（深川署、城東署）
○墨田区（本所署、向島署）
○葛飾区（亀有署、葛飾署）
○江戸川区（小松川署、葛西署、小岩署）

（３）契約金額（支出金額）
5,171万5,400円（5,166万6,472円）

（４）工期
令和３年１１月９日から令和４年２月８日まで

（５）契約事業規模（実績規模）
①線標示（黄）（15cm幅） 101,800ｍ （110,153.8ｍ）
②線標示（灰）（15cm幅） 1,000ｍ （０ｍ）
③歩行者ストップマーク １３６枚 （７１枚）
④自転車ストップマーク（大） １３６枚 （７４枚）
⑤自転車ストップマーク（小） １３６枚 （７１枚）
⑥自転車シンボルマーク １７２枚 （７０枚）

（６）請負事業者
宮川興業株式会社（渋谷区渋谷１－２０－２８）

２ 標示例
（１）線標示（15cm幅） （２）歩行者ストップマーク

（３）自転車ストップマーク （４）自転車シンボルマーク

３ 施工状況
（１）縁石上部の塗装

（２）型枠の上から塗装









予定価格は消費税及び地方消費税の額を含んだ金額であり、 金額は、消費税及び地方消費税の額を含まない金額である。

記載してある金額に100分の に相当する金額を加算したものである（1円未満の端数が生じたときは、

その端数金額を切り捨てる（単数単価契約の場合を除く。）。）。

文書番号

件名

記事

住所

契約番号

備　考

予定価格

金額

公表区分

警視庁交通部交通規制

 

道路標示塗装

落札金額は、入札金額に  10

03-00235

令和 3年11月 5日  9時00分

警視庁丸の内庁舎　１階入札室

トラフィックペイント道路標示塗装工事単価契約（５）

宮川興業株式会社

履行場所　　富坂警察署外３５署管内
工事概要　　トラフィックペイント道路標示塗装工事単価契約（５）
工　　期　　契約確定日の翌日から６０日間

東京都渋谷区渋谷一丁目２０番２８号
51,715,400円

落札

  1宮川興業株式会社
47,014,000円

  2株式会社ミズホライン
49,196,800円

  3株式会社エール
52,913,200円

  4大光ルート産業株式会社
54,078,000円

  5信号器材株式会社
辞退

  6株式会社サンライン企画
辞退

  7菊水建設株式会社
辞退

  8大道産業株式会社
辞退

  9三協ライン株式会社
辞退

 10交通産業株式会社
辞退

入札経過調書

入札

03-00235

落札者

入札者氏名

第1回

開札日時

公印照合 押印

開札場所

入札金額（税抜）

  1

  1

非公表

非公表



１　発注局所名

２　件名

：

：

：

：

：

業者数 備　考

契約番号：

希望業者数 (a)

(1) 不誠実な行為がある者

(2) 経営状況が著しく不健全である者

(4) 最高完成工事金額不足

(5) その他

(2) 官公庁工事の実績の有無

(3) 既発注工事の施行成績

(4) 発注工事に対する地理的条件

(5) 発注工事施行についての技術的適性

(6) 発注工事の内容に適した専業性

(7) その他

(1) 発注工事の施行場所付近に営業所を有する者

(2) 発注工事と同種の工事を専業とする者

(3) 既発注工事の施行成績が優秀な者

(4) 関連する場合における同工事の施行者

直近上位以上の等級者の指名 (f)

(1) 緊急を要する工事

(2) 高度の技術を要する工事、施行困難工事

小計 (g)

*

*

(g) + (h)

*

(d) + (e) + (f)

(a) - (b)

注１　

注２　
注３　工事の随意契約の場合は、「指名競争入札」は「随意契約」に、指名委員会及び指名基準を除く

「指名」は「選定」に、「開札年月日」は「見積合せ年月日」にそれぞれ、読み替える。

警視庁総務部用度課

トラフィックペイント道路標示塗装工事単価契約（５）

富坂警察署外３５署管内

令和 3年10月14日

令和 3年11月 5日

指名競争入札

03-00235

東京都工事請負指名競争入札参加者指名基準（平成６年９月30日付６財経総第754号財務局長通
知）による。

     6

     6

     6

     6

     6

     4

    10

希望者

順位格、地域、実績

様　式（指名の理由）

(1) 局等における指名及び受注の状況

３　工事場所

４　指名委員会開催年月日

５　開札年月日

指　名　基　準

(3) 島しょ工事

指名の制限 (b)

(3) 同時期に別の発注工事に指名を予定している者

指名対象者数 (c)

指名の判断事項 (d)

優先指名 (e)

任意指名者数 (h)

指名業者数 (i)

指名の判断事項欄 (d) については、主たる指名理由により業者数を記載

別紙様式１



過去５年の入札状況

年度 件　　　名 契約方法
予定価格
公表区分

契約金額
（上段：税込）
（下段：税抜）

落札者 希望者数 指名者数 入札参加者
第１回入札金額

（税抜）

宮川興業（株） 47,014,000

（株）ミズホライン 49,196,800

（株）エール 52,913,200

大光ルート産業（株） 54,078,000

信号器材(株) 辞退

（株）サンライン企画 辞退

菊水建設（株） 辞退

大道産業（株） 辞退

三協ライン（株） 辞退

交通産業（株） 辞退

宮川興業（株） 29,646,000

信号器材(株) 30,514,400

（株）エール 30,897,600

大光ルート産業（株） 30,957,200

（株）大神産業 35,454,800

（株）サンライン企画 辞退

（株）アルファー企業 辞退

大道産業（株） 辞退

三協ライン（株） 辞退

アトムテクノス（株） 辞退

32,610,600

宮川興業（株） 7 10

29,646,000

宮川興業（株） 6 10

47,014,000

2
トラフィックペイント道路
標示塗装工事単価契約

（５）

希望制
指名
競争
入札

非公表

3
トラフィックペイント道路
標示塗装工事単価契約

（５）

希望制
指名
競争
入札

非公表

51,715,400



年度 件　　　名 契約方法
予定価格
公表区分

契約金額
（上段：税込）
（下段：税抜）

落札者 希望者数 指名者数 入札参加者
第１回入札金額

（税抜）

宮川興業（株） 41,069,000

交通産業（株） 43,015,000

（株）ミズホライン 43,279,000

大光ルート産業（株） 44,149,500

信号器材(株) 辞退

（株）サンライン企画 辞退

ラインファルト工業㈱ 辞退

（株）アルファー企業 辞退

三協ライン（株） 辞退

ライン企画工業㈱ 辞退

交通産業（株） 38,736,000

宮川興業（株） 39,227,500

信号器材(株) 40,005,000

（株）ミズホライン 40,024,000

日本ロードマーク（株） 41,460,250

大光ルート産業（株） 42,813,000

（株）道路サービス 辞退

（株）アトム 辞退

矢木コーポレーション（株） 辞退

協和産業（株） 辞退

41,834,880

交通産業（株） 7 10

38,736,000

宮川興業（株） 6 10

41,069,000

30
トラフィックペイント道路
標示塗装工事単価契約

（２）

希望制
指名
競争
入札

非公表

31
トラフィックペイント道路
標示塗装工事単価契約

（５）

希望制
指名
競争
入札

非公表

45,175,900



年度 件　　　名 契約方法
予定価格
公表区分

契約金額
（上段：税込）
（下段：税抜）

落札者 希望者数 指名者数 入札参加者
第１回入札金額

（税抜）

交通産業（株） 58,460,500

宮川興業（株） 61,708,500

信号器材(株) 61,756,000

大光ルート産業（株） 61,774,000

扶桑興業（株） 61,781,000

日本ロードマーク（株） 61,915,000

（株）ユタカ産業 67,357,000

（株）サンライン企画 辞退

（株）全工 辞退

（株）アコオ 辞退

交通産業（株） 7 10

58,460,500

29
トラフィックペイント道路
標示塗装工事単価契約

（２）

希望制
指名
競争
入札

非公表

63,137,340


